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本日は，「平成 28 年度 決算」，「平成 29 年度 経営計画の概要」について発表させ

ていただきます。 

 

＜平成 28 年度 決算＞ 

 平成 28 年度決算は，一言で申しあげますと，連結，個別ともに「減収・減益」と

なりました。 

 売上高については，気温影響等により販売電力量は増加したものの，燃料価格の 

下落を電気料金に反映する燃料費調整制度により，電気料金単価が低下したことなど

から，連結ベースで 311 億円の減収となりました。 

 一方，営業費用については，経営全般にわたる効率化に努めたことに加え，燃料  

価格の低下による原料費の減少などにより，前年度に比べ 156 億円減少しました。 

これらの結果，連結経常利益は前年度より 197 億円減少し，194 億円となりました。 

平成 28 年度決算においては，低下傾向が続いていた燃料価格が年度半ばから上昇

に転じたことを受け，燃料価格の変動が燃料費調整単価に反映されるまでの「期ずれ」

によって生じる影響が，利益を大きく押し下げる方向で働く大変厳しい状況となりま

した。こうした中，原子力発電とともにベースロード電源に位置づけられる石炭火力

発電所を，安定して運転できるよう努めるとともに，全社を挙げて経営効率化に取り

組み，また，気温影響といった外的要因によって販売電力量が増加したことで，なん

とか黒字を確保することができたものの，大幅な減益という厳しい結果となったもの

です。 

期末配当につきましては，これまで「未定」としておりましたが，配当の基本方針

に基づき「25 円」とさせていただき，平成 28 年度の配当は，中間配当と合わせて  

「50 円」とする予定としております。 

 

次に，平成 29 年度の業績見通しについてお話しします。 

29 年度の売上高につきましては，燃料価格の上昇に伴う電気料金収入の増加などを

織り込み，連結ベースで 1兆 2,820 億円と想定しています。 

一方，費用については，原子力の再稼働時期を具体的に見通すことができず，合理

的に予想することが困難であることから，営業利益，経常利益および当期純利益とも

に「未定」とさせていただきました。 



こうした状況から，株主の皆さまには大変申し訳ありませんが，平成 29 年度の  

配当予想につきましても「未定」としております。 

従前から申し上げているとおり，当社は，原子力発電所が稼働していない中，燃料

価格の動向による影響を大きく受ける収支状況が続いているのが実態です。低廉で 

安定した電気をお届けするという当社の使命を着実に果たしていくためには，当社の

経営努力が及ばない外部環境からの影響に大きく左右される構造を一刻も早く解消

することで，経営基盤を回復し，経営の安定化を図っていく必要があります。その  

ためには，安全確保を大前提とした，原子力発電所の再稼働・運転開始が不可欠   

であることは言うまでもありませんが，まずは，今年度 350 億円程度を目指すことと

している効率化に全力で取り組むことで，この厳しい経営環境を乗り切ってまいり 

たいと考えています。  

 

＜平成 29 年度 経営計画の概要＞ 

続いて，経営計画の概要についてです。 

皆さまご承知の通り，電力小売全面自由化の開始により本格的な競争の時代を迎え，

平成 32 年には送配電部門の法的分離を控えるなど，当社をとりまく事業環境は   

大きな変革期にあります。このような中で，「地域で選ばれ，地域をこえて成長する

企業グループ」を目指すための具体的行動施策について，その要点をお話しします。 

 

まずは，電力の小売全面自由化への対応についてです。 

昨年，全面自由化に合わせて開始した低圧の新料金メニュー・サービスは，本年  

4 月 3 日時点で，会員制ＷＥＢサイト「ぐっとずっと。クラブ」の会員数が 52 万    

1 千口，新料金メニュー「ぐっとずっと。プラン」の加入口数が 57 万 2 千口となり，

いずれも 50 万口を突破しました。これは，広島東洋カープとのコラボレーションを

はじめ，地域に密着して活動される企業の皆さまと提携してお届けしているサービス

が，高く評価された結果であると受け止めています。 

 一方，中国地域の競争状況につきましては，昨年 4月以降，比較的穏やかな状況が

続いていましたが，現在は，50 社を超える事業者が中国地域に参入するなど，本格的

な競争環境に突入したと感じています。今後，他社との競争はますます激化していく

ものと想定しており，改めて，気を引き締めて対応していく必要があるものと認識 

しています。 

 当社としては，今後も引き続き，多くのお客さまから選んでいただけるよう，   

お客さまのニーズにしっかり耳を傾けるとともに，料金メニュー・サービスの拡充に

取り組んでまいります。 

 また，当社グループが，厳しい競争環境の中，経営ビジョンを実現し，成長を持続

していくためには，中国地域の外にも目を向けていかなければなりません。この一環

として，昨年 4 月から首都圏における小売事業に参入しており，さらに，ＪＦＥ    

スチールと共同で，千葉県に新たに石炭火力発電所を建設する計画を進めている  



ところです。今後も引き続き，両社の出資により設立した千葉パワーにおいて，環境

影響評価手続きを進めるとともに，事業可能性について，検討していくこととして 

います。 

また，海外事業については，昨年 3 月に出資参画したマレーシアの石炭火力発電  

事業において発電所の建設を進めております。また，昨年 7 月にはシンガポールに  

当社初の駐在員事務所を設置し，アジア諸国を中心に海外発電市場の情報収集等を 

継続的に行っており，引き続き，海外事業を収益基盤として確立するために，新たな

海外投資案件の発掘・具体化に取り組んでまいります。 

 

続いて，原子力発電についてです。 

島根1号機については，4月19日に廃止措置計画を国に認可いただきました。今後，

自治体のみなさまに事前了解等をいただき次第，廃止措置に着手します。また，   

4 月 26 日には，廃止措置を円滑に進めるための体制整備として，島根原子力発電所内

に「廃止措置・環境管理部」を新たに設置しました。これから長い年月をかけて廃炉

に向けた作業に取り組んでまいりますが，当社としては，地域のみなさまのご理解を

いただきながら，安全を最優先に対応してまいります。 

現在，適合性審査を受けている島根 2号機につきましては，まさに山場となる基準

地震動の策定に大きく関わる宍道断層評価について審査を受けているところですが，

論点は絞られてきており，大詰めに来ている感触を持っています。当社としては，  

一日も早く許可いただけるよう，引き続き丁寧な説明に努めるとともに，コメントに

真摯に対応するなど，全力で取り組んでまいります。 

皆さまご承知のとおり，今年は，国のエネルギーに関する総合的な計画である  

「エネルギー基本計画」の見直しが検討されることとなります。エネルギー自給率が

6％と資源の乏しい日本において，3E のバランスに優れる原子力発電の果たす役割は

大変大きく，将来にわたって原子力発電を一定規模維持していくうえでは，今後，  

新増設・リプレースが自ずと必要になるものと考えています。国内で唯一の新規開発

地点として，当社のみならず我が国にとっても重要な上関地点を持つ当社としては，

このたびの基本計画の見直し過程の中で，原子力の新増設やリプレースについても 

議論を深めていただき，前向きな結論が得られることを期待しています。 

 

 なお，役員人事につきましては，古林行雄，森前茂彦が取締役を退任し，芦谷茂，

重藤隆文が新たに就任する予定としています。 

 

以 上 


